
JICA環境社会配慮助言委員会 第 100回全体会合 

2019年 3月 4日（月）14:00～17:00 

JICA本部 1階 113会議室 

議事次第 

 

1. 開会 

 

2. WGスケジュール確認 

 

3. 環境レビュー方針の報告 

（1） ケニア国モンバサ港ゲートブリッジ建設事業（有償資金協力） 

 

4. 環境レビュー結果報告 

（1） フィリピン国パッシグ-マリキナ川河川改修事業（フェーズ 4）（有償資金協力） 

 

5. モニタリング段階の報告 

（1） ベトナム国ハノイ市環状 3号線整備事業（マイジック－タンロン南間） 

（2） チュニジア国ラデス・コンバインド・サイクル発電施設建設事業 

 

6. その他 

（1） 国際環境影響評価学会（IAIA）からの 2019 年 Institutional Award授賞について 

（2） 環境 GLレビュー調査中間報告に対するコメントへの対応案について 

 

7. 今後の会合スケジュール確認他 

・次回全体会合（第 101回）：2019年 4月 5日（金）14:00から（於：JICA本部） 

 

8. 閉会                                   

以上 
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ケニア国モンバサ港ゲートブリッジ建設事業 
（協力準備調査（有償）） 
ファイナルレポート 助言対応 

助言 対応状況 

全体事項 

 O&Mスタッフの訓練に関し、本邦に

おいて計画されているプログラムで

は、予算や人員の確保のための規定

の策定とその順守のための方策、さ

らには点検や修理、事故への対応と

いった現場体験の充実を FR に記述

すること。（No. 5 谷本委員） 

O&Mスタッフの訓練においては、適正な予算計画
および組織管理を含む管理能力の強化に重点をお

くこと、これには、検査、補修、日常のパトロール、

交通管理、料金収受など多くの現場作業がふくまれ

ることを記述します。（FR11.6 (2)項） 

環境配慮 

 事業対象地域の一部における PM2.5

の数値は、米国 EPA の基準によれ

ば、「健康によくない」レベルにあり、

児童や教育施設への影響が懸念され

るため、植樹帯や障壁等の適切かつ

有効な対策を検討し、その結果を FR

に記述すること。（No. 19 作本委員） 

モンバサ島側の一部区間（Lumumba Road沿道）
では、PM2.5の濃度が高いことから、当該地域の街
路部においては、車道と歩道の間に汚染物質（PM）
を吸着し影響緩和が期待される植樹帯を設置する

ことを記述します。また、高架区間については騒音

防止のための遮音壁が設置されることから、PM2.5
の影響緩和に寄与することを記述します。(以上、
FR14.6.1 (1) 3)項、および図 6.3-5） 

 モンバサで廃棄物の約 3分の１が不

法投棄されている現況を踏まえ、本

事業から生じる廃棄物に対して適切

な処理がなされるかどうかをモニタ

リングで確認する旨を FR に記述す

ること。（No. 34 作本委員） 

本事業より発生する廃棄物について、以下、記述し

ます。（FR14.6.1 (3) 2)項） 
 主要な建設副産物（アスファルトコンクリート

ガラ、コンクリートガラ）については、先方実

施機関が再利用の実績（盛土材等としての利

用）を持つことから、同様の方針にて本事業の

工事の中で再利用を図ること。 
 既存構造物の解体により発生する廃棄物につ

いては、ケニアの一般的事例として所有者ほか

により建材への再利用が十分に行われている

ことから、廃棄物の発生量が少ないことが予想

されること。 
 建設副産物の適正処理については、モニタリン

グ活動の中で確認されること。 

社会配慮 

 学 校 や 教 会 を 含 む Common 

Property Resources（CPRs）の補償

方策の内容を明確にし、その内容を

FRに記述すること。（No. 54 村山委

員） 

学校や教会を含む CRPsに対する補償は、コミュニ
ティとの協議を踏まえ基本的に構造物に対する再

取得価格に基づく金銭補償と迷惑料となり、各施設

の社会的機能を考慮し、機能に支障が生じないよう

コミュニティと協議を行い、コンサルタントの支援

の下、実施機関が移転スケジュールの事前の周知、

および用地明け渡し前の施設完成に係る支援をす

る旨、記述します。（FR14.14 (3) 2)項）  
 

 橋梁建設後のフェリー需要の程度と

フェリー営業の持続性を確認した上

フェリー営業については、橋梁建設後も歩行者およ

び軽車両のための営業が継続されることを確認し

ました。よって、障がい者を含むフェリー利用者へ
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で、フェリーを利用する人々、周辺

で露天商を営む女性、フェリーを利

用する障がい者への影響と緩和策を

検討し、その結果を FR に記述する

こと。（No. 67 村山委員、No. 71 作

本委員） 

直ちに大きな影響は生じないものと考えます。一

方、フェリー利用者の需要については、長期的に低

下することが予想されますが、周辺の露天商に対す

る具体的な影響については地域の社会情勢の変化

など複雑な要因が関係するため明らかではありま

せん。地域経済への影響についてはモンバサ郡の管

轄であるものの、緩和策については事業者である

KeNHAが状況をモニターし、モンバサ郡と協調し
て対処します。緩和策として、職業訓練プログラム

などの生計回復支援策の対象者に露天商経営者を

含めます。以上について記述します。（FR14.6.1 (20) 
3)項） 

 漁業への負の影響について、対象者、

場所、漁業種類、規模等を整理し、

その対策を検討した結果を FR に記

述すること。（No. 75 石田委員） 

本事業地周辺の漁業の実態および漁業への影響に

対する対策について、以下、記述します。（FR14.13 
(5)項、14.14 (3) 1)項） 
 ケニア国の漁業システムの概要 
 対象者：Likoni Beach Management Unit（Likoni 

BMU）に所属する漁民（最大 500名）が影響を
受ける可能性がある。 

 漁業種類：伝統的漁法を含む多様な漁法による

こと、零細漁業であること。 
 場所（水揚げ場所）：漁場に制限はない一方、

各水揚げ場は Likoni BMUに管理・利用されて
いること。 

 漁獲高：漁法や時期、季節により違いがあるこ

と。 
 Mweza Creekのマングローブ林の生態系の影
響を受けるため、環境の大きな変化に敏感であ

ること。 
影響への対策として、すでに挙げた緩和策（エンタ

イトルメント）のほか、以下を記述します。 
 代替水揚げ場の確保、水揚げ場へのアクセスの

確保。 
 個々の漁民に対して最善の緩和策を見出すた

め、漁民および BMUと継続的に協議を行うこ
と。必要に応じて、生計回復支援を行うこと。 

 漁民、BMUに対し事業に関する情報共有を図
ること。 

 詳細設計において工事期間中に発生

する水揚げ場の仮移転候補地を検討

するにあたり、漁民の利便性を十分

に考慮することを FR に記述するこ

と。（No. 60 石田委員） 

代替水揚げ場の検討にあたって、漁民の利便性を十

分に考慮し、工事中に水揚げ場と漁場（Mweza 
Creek）が分断される可能性があることから水上の
アクセスルートを確保すること、各水揚げ場への地

上のアクセス通路を確保することを記述します。

（FR14.13 (5)項、14.14 (3) 1)項） 

 Mweza クリークは季節的に重要な

漁場となりかつ海洋生物の繁殖の場

でもあることから漁民が当該クリー

ク内での安定した操業と生態系の保

全を重要視している。そのため詳細

影響を受ける可能性のある漁業への配慮として、詳

細設計段階における調査、施工中、および供与後の

モニタリング段階においては、漁業規制や工事に関

する情報および湾のモニタリング結果について漁

民および BMU に対して情報提供を図る旨、エンタ
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設計段階における調査、施工工事、

供与後のモニタリング段階において

漁業規制や工事に関連する情報およ

び湾のモニタリング結果を漁民に対

してタイムリーに提供することが必

要である。そのことを FR に記述す

ること。（59、60、62、74 石田委員） 

イトルメントマトリクスに追加・記述します。情報

提供の方法としては、BMU 等と事業関係者（実施

機関、コンサルタント、施工業者）間の定期的な協

議の開催、掲示板による情報周知などを想定しま

す。（FR14.14 (3) 1)項） 
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ケニア国「モンバサ港ゲートブリッジ建設事業」 
に係る環境レビュー方針 

 
 
 
１． 案件概要 
（１） 事業目的 

本事業は、北部回廊の起点でもあるモンバサ地域において、モンバサ島と南部のリコニ地区をつなぐ橋梁を建設し、周辺道路改良

を行うことにより、交通渋滞緩和及び交通の円滑化を図り、もって地域経済の活性化及びケニア国の経済発展に寄与するもの。 
 
（２） 事業内容 

事業対象地 ケニア モンバサ郡 

事業内容 ア) 主橋（斜張橋）建設 約 1.3 km (4車線＋片側歩道) 

イ) アプローチ橋・道路（4車線、約 5 km）の建設 

ウ) 関連道路の拡幅（2車線、3.9 km） 
エ) 道路付帯施設（管理事務所、料金所（1か所）照明、標識、等） 

オ) コンサルティングサービス（詳細設計、入札補助、施工管理、環境社会配慮補助） 

 
（３） 事業実施体制 

① 事業実施機関／実施体制：ケニア高速道路公社（Kenya National Highway Authority: KeNHA） 
② 運営／維持管理体制：KeNHA 

 
２． 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：A 
② カテゴリ分類の根拠： 本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）に掲げる道路・橋梁セクター及
び影響を及ぼしやすい特性（大規模非自発的住民移転）に該当するため。 
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（１） 全般事項 
確認済み事項 追加確認事項 

1） 事業コンポーネント・不可分一体事業 
・事業コンポーネントは、主橋（斜張橋）建設 約 1.3 km (4車線＋片側歩
道)、アプローチ橋・道路（4車線、約 5 km）の建設、関連道路の拡幅（2車
線、3.9 km）、道路付帯施設（管理事務所、料金所（1か所）照明、標識、
等）コンサルティングサービス（詳細設計、入札補助、施工管理、環境社会

配慮補助）である。 
・不可分一体の事業は想定されない。 
 

1) 事業コンポーネント・不可分一体事業 
・特になし。 

2） 環境社会配慮文書 
・協力準備調査を通じて EIA及び RAPを策定済み。 
・EIAについては、環境管理庁（National Environmental Management 

Authority: NEMA ）にて承認の手続き中。 
・協力準備調査で作成された EIA・RAPは、2019年 10月から開始される詳細
設計にて更新される予定。 

 

2）環境社会配慮文書 
・環境許認可証明書、承認済み EIA、RAP、
協力準備調査ドラフトファイナルレポー

トを環境レビューに先立ち情報公開する。 

3） 環境社会許認可 
・本事業に係る EIAは、KeNHAが作成しており、2019年 3月中に承認予定。 
・環境許認可にかかる付帯条件を遵守する旨合意済み。 
・キャンプ場、資材置き場、採石場・土取場の候補地につき、KeNHAがリスト
アップ済み。コントラクターによる環境許認可取得に係る適切な支援を

KeNHAが行う旨確認済み。 
 

3) 環境社会許認可 
・審査前に必ず EIAの承認がなされたこと
確認し、環境許認可証明書を入手する。 
・環境許認可にかかる付帯条件を確認し、

必要な期日までに条件を達成することを

実施機関と合意する。 
 

4）代替案検討 
・主橋の架橋位置、アプローチ道路の位置について複数案を比較検討済。事業を

実施しない案とも比較検討済。 
・需要や建設コスト、騒音・振動などの生活環境への影響、用地取得による社会

的な影響を踏まえて総合的に検討した結果、最適案を選定。この結果はステー

クホルダー協議でも説明がなされ、要望等については検討済。 
 

4) 代替案検討 
・特になし。 

5）ステークホルダー協議（SHM） 
・2016年 4月にモンバサ島（23名）及び南部地域（30名）において、SHM
を開催し、線形の代替案等が検討され、推奨案について意見収集を行った。 
・2017年 12月～2018年 2月にかけて、スコーピング段階の SHMが開催さ
れ、モンバサ島及び南部側で 7回開催され、410名が出席した。主に工事ス
ケジュール、補償の内容と支払いのタイミング、現在運航中のフェリーの存

続の有無等について質問が提出された。フェリーについては存続予定である

旨説明がなされている。 
・2018年 5月に DFR段階の SHMが両岸で 5回開催され 850名が出席した。
主に、補償内容、文化及び景観への影響、騒音、マングローブへの影響につ

いて質問が出され、想定される影響や対策について回答がなされた。文化遺

産に関し CIA実施中の旨、騒音に配慮する旨、マングローブ事業の実施に対
する特段の反対は確認されていない。 

 

5) ステークホルダー協議 
・特になし。 

6）環境管理計画(EMP)、環境モニタリング計画(EMoP)、モニタリングフォーム 
・EIA報告書案の中に、EMP及び EMoPが含まれていることは確認済み。 
・EMP及び EMoPの内容は改めて確認した上で、適切に実施されるよう合意
済み。また詳細設計段階で修正がある場合は、JICAに提出するよう合意済。 
・モニタリング結果の当機構への報告体制（頻度、報告方法等）について申し

入れ、工事中は 4半期ごと、供用後は 2年間、半年ごとに報告されるよう合
意済。 
・EMoPの主要項目をカバーしたモニタリングフォーム案を入手済み。 
 

6) EMP、EMoP、モニタリングフォーム 
 
・モニタリングフォームにつき先方と合意

する。 

7）実施体制（工事中・供用時） 
・実施機関には EIAの計画・実施に責任を有するユニット（Environmental and 

Social Safeguard Department）があることを確認済み。 
・本事業の PIUには、環境と社会配慮専門家 1名ずつがアサインされることを
確認済み。 
・O&Mスタッフの訓練に関し、本邦において計画されているプログラムでは、
予算や人員の確保のための規定の策定とその順守のための方策、点検や修

理、事故への対応といった現場体験の充実を図る予定。【助言１】 

7) 実施体制 
・特になし。 
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8）コンサルタント ToR 
・コンサルタントにつき、環境・社会団員含む人員計画及び TOR案について作
成、KeNHAと内容確認済み。MM及びスケジュールにつき、協議中。 

8) コンサルタント ToR 
・コンサルタント TOR、MM、スケジュール
につき、レビュー結果の DD段階の対応や
実施段階における環境社会配慮支援が含

まれることを再度確認・合意する。 
 

9）情報公開 
・JICAガイドラインに基づく情報公開ポリシーに沿い、英語版の EIA及び

RAPにつき、環境レビュー前に JICAの HP上で公開することを合意済み。 
・JICAの HPにおけるモニタリング結果の公開についても KeNHAと合意済
み。 
・承認済み EIA及び改訂版 RAPは、KeNHAのWebサイトで公開され、ハー
ドコピーについても供与開始 2年後まで KeNHA本部及びモンバサ事務所で
公開される旨確認済み。 
・第三者からの要請があった場合、KeNHAの同意を条件に JICAが情報開示を
行う旨合意済み。 

9) 情報公開 
・審査に先立って承認済み EIA、環境許認可
証明書、RAP、協力準備調査ドラフトファ
イナルレポートを JICA HP で情報公開す
る。 

 

 
（２） 汚染対策 

確認済み事項 追加確認事項 

1） 大気質 
 
・工事中は、建設工事や車両から生じる粉塵や排ガスの影響について、散水等の

緩和策が講じられる予定。 
・供用時は、アプローチ道路上で増加する車両交通からの排ガスや粉塵の影響が

想定される。また事業対象地域の一部における PM2.5の数値は、米国 EPAの
基準によれば、「健康によくない」レベルにあり、児童や教育施設への影響が

懸念されるため、住居や学校、病院等の沿線では、植樹帯や障壁を導入する旨

EMP に反映し合意済。植樹帯の具体的な計画については、本事業の詳細設計
の中でコンサルタントの支援の下、検討がなされる予定。【助言２】 

 

1) 大気質 
・植樹帯や障壁等の導入含む大気汚染対策の

実施を改めて合意する。【助言２】 

2） 水質 
（表層水） 
 
・工事中・供用中の道路からの濁水による近隣の既設的な湿地帯の汚染が想定

されるが、排水溝や集水タンク・沈殿槽の整備を行う旨 EMPに記載し、合
意済み 
・湿地帯に関するモニタリングの実施につき、EMoPに明記済。 
 
（海水） 
 
・工事中は、橋脚の設置（特に鋼管矢板基礎工法）に伴い海水の水質への影響

が懸念されるが、シルトカーテン等の対策が実施される旨 EMPに記載済み
であり、合意済み。 

 

2) 水質 
・特になし。 

3） 廃棄物 
・モンバサ郡においては、郡政府による廃棄物管理が行われているが、郡全体で

発生する廃棄物のうち 65％が収集・処分されていると考えられている。 
・本事業の建設工事からは有害廃棄物の発生は想定されない。建設廃棄物につい

ては盛土材として再利用し、廃棄物量の減少が図られる。コンサルタントの支

援のもと廃棄物管理計画が策定される。 
・モンバサで廃棄物の約 3分の１が不法投棄されている現況を踏まえ、本事業か
ら生じる廃棄物に対して適切な処理がなされるかどうかをモニタリングで確

認する旨合意済み。【助言 3】 
 

3) 廃棄物 
・本事業から生じる廃棄物の適切な管理と、

そのモニタリングを実施することを改めて

合意する。【助言３】 

4） 騒音・振動 
 
・工事中は、橋脚設置等で使用される杭の打設や建設機材・運搬車両からの騒

音・振動が想定される。遮音壁の設置、夜間工事の規制、居住地区からの距

離を空ける、大きな騒音・振動を発する工事はなるべく短時間に抑制する等

の対策が検討されている。 
・供用時の騒音については、本事業の沿線には居住地区、学校、商業・工業地

区が存在しており、道路騒音の影響が懸念される。ケニアには道路騒音を規

制する基準がないことから、本邦の道路騒音基準を参照し影響予測をしたと

4) 騒音・振動 
・特になし。 
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ころ、平均速度 50㎞走行、計測値地上 1.2m、防音壁 1m設置の前提とし
て、すべての地点で本邦の道路基準以下となっている（昼間 70dB以下）。ベ
ースラインの騒音と総合した場合においても、1～2dB程度の上昇にとどまる
と想定されることから重大な影響は想定されない。 
・供用時の道路振動の影響については、本邦の道路振動の基準値と比較したと

ころ、基準値を下回っており生活環境への影響は想定されない。 
 

 
（３） 自然環境 

確認済み事項 追加確認事項 

1) 保護区 
・事業対象地域及びその周辺には、国立公園等の保護区は存在せず、自然環境

への特段の負の影響は想定されない。 
・水質・底質の調査結果によると、周辺へ重大な影響は想定されておらず、事

業対象地から 5キロ離れた地域にある海洋保護区についても特段の影響は想
定されない。 

 

1) 保護区 
・特になし。 

2) 生態系 
（生物相） 
・南部地域では配慮が必要であると考えられる 12種の植物種が特定されてい
る。橋脚設置場所周辺にマングローブ林が存在し、調査結果によると、絶滅

危惧種は確認されていないが、高い塩分に適した動植物の生態系が存在して

いる。 
・現時点の計画段階ではマングローブ林の伐採は想定されていない。橋脚設置

場所周辺には存在するものの、詳細設計の結果として伐採があったとしても

10本程度であり、伐採がある場合はマングローブ林植林計画を詳細設計段階
で準備することを合意済み。 

 
・RAP調査結果によると果樹、材木用の樹木 16,000本以上が伐採される予
定。森林に指定された公用地の樹木の伐採がないことを確認済み。 

・私有地に樹木の伐採については、所有者に対して金銭補償がなされる。伐採

に対する植林については、ケニア国内法令上の義務はないが、同数以上の植

林が行われるよう KeNHAに申し入れ合意済み。植林はコントラクターが契
約するコミュニティ植林グループが実施し、費用は civil worksに含まれる。
詳細な植林計画の策定をコンサル TORに明記済。 

 
（動物相） 
・昆虫、爬虫類、魚類については絶滅危惧種は調査の結果確認されていない。 
・事業地周辺の鳥類としては、Vulnerableと Near Threatenedに分類される鳥
類と、条約上保護対象となっている 10種の鳥類が特定されている。ケニア
国南部海岸地域は移動性鳥類の生息地が存在するが事業対象地域は含まれて

いない。モニタリング等を通じて影響がないことを確認する旨合意済み。 
 

2) 生態系 
・特になし。 

 
（４） 社会環境、その他 

確認済み事項 追加確認事項 

1) 用地取得・住民移転の規模 
・本事業では、主橋及びアプローチ道路を含めて 10.2キロの道路・橋梁の建設
となり、62.6ヘクタール 725の区画の用地取得が要となる。このうち居住地
は 35.8ヘクタール、農地は 17.5ヘクタール、商業地は 9.3ヘクタールとな
っている。 
・本事業の工事に伴い、2,608世帯 4,459名の被影響者が負の影響を受けると
想定されており、このうち 2,589世帯 3,230名が物理的な住民移転の対象と
なる見込み。この中には 112世帯 112名の非正規住民が含まれている。 

 
・商店等の商業用事業所 833件の移転が発生し、19件の公共構造物（墓地、寺
院、公園、学校、教会等）の移転が発生する予定。 
・本事業の工事に伴って、16,713本の樹木が伐採される見込みでほとんどが果
樹もしくは材木用である。 
・このほか、500人の漁民【助言 6】、63名の農地所有者、666人の賃金労働者
への影響が想定されている。 

 

1) 用地取得・住民移転の規模 
・特になし。 
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2) カットオフデート 
・カットオフデートは 3 つの地域にわけて宣言され、それぞれ 2017 年 12 月 9
日、13日、19日となっている。 
・詳細設計後に、Detailed Measurement Survey を通じて PAPs数は再確認される
予定であり、カットオフデートが改めて宣言される。F/S 段階のカットオフデートの下
で補償・支払い対象者として数えられた人は、再センサス時においても補償・支援

対象者とされるよう申し入れ、合意済み。 
 

2) カットオフデート 
・特になし。 

3) 受給資格 
・本事業の下で影響を受ける正規及び非正規の住民はエンタイトルメントマトリックス

に沿って補償支援の対象である。 
・389名の社会的弱者（女性、高齢者、体の不自由な人、月収 20,000Ksh以下の貧
困層）が確認され、追加支援及び所得機会獲得のための職業訓練が提供される。 

 

3) 受給資格 
・特になし。 

4) 補償方針 
・本事業のために作成された RAPは、ケ国の法令及び JICA GLに沿って作成さ
れており、エンタイトルメントマトリックスにて以下の通りの補償方針が策定

されている。 
・土地所有者に対しては、再取得価格（土地局による市場価格査定、15％分の上乗
せ、手数料・税金の返金）による金銭補償。 
・構造物所有者に対して、再取得価格（土地局による市場価格査定及び手数料・税金

の返金。セットバックの場合市場価格の 25％分を修理代として支払い）による金銭
補償。 
・非正規住民への住居補償：平均月給の 12か月分の金銭支給。 
・賃貸者への住居補償：引っ越し代の支給。 
・商店等のオーナーへの補償：月収の 12か月分の金銭支給。 
・公共構造物：再取得価格での所有者への金銭補償。 
・農作物への補償：市場価格に基づいた補償。 
・漁具への補償：再取得価格に基づいた補償。【助言 6】 
・社会的弱者に対する 10,000Kshの給付。 
 
・工事中に水揚げ場として利用できなくなる場所については、工事期間中に発生する

水揚げ場の仮移転候補地を検討するにあたり、漁民の利便性を考慮する旨、

KeNHA と合意済み。【助言 7】 
・墓地や学校、教会等の影響については、社会的な影響を回避するために、移転

スケジュールの事前の周知や明け渡し前の移転地に係る支援が行われるよう、

申し入れ、合意済み。【助言 4】 
 

4) 補償方針 
・墓地や学校、教会等の影響については、社

会的な影響を回避するために、実施機関が

移転スケジュールの事前の周知及び用地

明け渡し前の施設完成に係る支援をする

旨追記したエンタイトルメントマトリッ

クスを合意する。【助言４】 
・仮水揚げ場に関し、漁民の利便性を考慮す

る旨改めて合意する。【助言７】 

5) 生計回復支援 
・生計への影響を受ける可能性があるのは、移転対象の商店のオーナー、賃金労

働者、社会的弱者、漁民等である。フェリー乗り場周辺の vendorsに関して、
フェリー営業は橋梁供用後も営業が継続されることを確認しているものの、長

期的な利用者の減少に伴い vendorsの生計にも影響が出る可能性があるが、そ
の規模については予測が困難。 
・漁民及びフェリー乗り場周辺の vendors含むこれらの被影響者を対象に、生計
回復支援として職業訓練の機会が与えられることにつき、合意済み。【助言 5、
6】 
・生計回復支援は第三機関と契約して実施される予定であり、TOR 案を合意済
み。 
・フェリー乗り場周辺の vendor につき、橋梁工事や共用のスケジュールを適切
に情報提供するとともに、モンバサ郡政府との協力のもと、必要に応じて代替

地でのビジネス機会等につき情報を提供する旨合意済み。 
・Mweza クリークは季節的に重要な漁場となりかつ海洋生物の繁殖の場でもあ
ることから漁民が当該クリーク内での安定した操業と生態系の保全を重要視

している。そのため詳細設計段階における調査、施工工事、供与後のモニタリ

ング段階において漁業規制や工事に関連する情報および湾のモニタリング結

果 を漁民に対してタイムリーに提供する旨合意済み。【助言 8】 
 
 

5) 生計回復支援 
・生計回復支援が確実に実施されるよう、実

施体制と予算確保方法をKeNHAと改めて
合意する。【助言 5、6】 
・漁民に対して漁業規制や工事に関する情

報等をタイムリーに提供する旨改めて合

意する。【助言 8】 

6) 苦情処理メカニズム 
・苦情処理は、まず現地伝統の Elders Council において協議がなされ、解決しない
場合は、PAPs Committee で審査がなされる。解決されない場合は苦情処理委員
会で審査され、最終的には裁判手続きにゆだねられる。 

6) 苦情処理メカニズム 
特になし。 
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・苦情処理委員会は、郡職員、前郡職員、土地制度に精通した有識者で構成され、実

施機関の PMUの住民移転専門家が事務局を担う予定。 
 

7) 文化遺産 
・世界遺産であるジーザス要塞からは 2km以上離れており、本事業による影響
は想定されないが、事業対象地の一部に歴史的建造物が含まれるため、

Cultural Impact Assessment（CIA）を実施した上で、必要な対策が講じられ
る予定。 

 
 

7) 文化遺産 
・CIAに沿って必要な対策を確実に実施する
旨 KeNHAと合意する。 

8) 景観 
・主橋は世界文化遺産であるジーザス要塞を含むバッファーゾーンから 2km以
上はなれた位置にあり、ジーザス要塞を管理するケニア国立博物館（NMK）
や住民からも景観に対する懸念は示されていないが、詳細設計の段階におい

ても引き続き協議を継続する旨確認済み。 
 

8) 景観 
特になし。 
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東南アジア・大洋州 部 東南アジア第五課   2019年 3月 4日 
 

環境レビュー段階での助言に対する 

助言対応結果 
 
国名：   フィリピン 
案件名：  パッシグ・マリキナ川河川改修事業（フェーズ IV） 

番号 助言委員会からの助言 助言対応結果(審査後) 

全体事項 

1 事業対象地の上流を含むパッシグ・マリキナ川流域

全体での近年の森林減少の状況を確認すること。 
一般に公開されている衛星データ（Landsat 7）
によってMarikina川上流域の森林地域の低減（植
生の変遷）を確認したところ、保護地区261km2
（Upper Marikina River Basin Protected 
Landscape）を含む流域の最上流部の植生は、直
近の12年間（2005～2017年）において森林
（Forest）は約12%、他の樹木・作物（Mixed 
Vegetation）は2%減少しています。Forestと
Mixed Vegetationの2つを合わせた植生の
Marikina川流域全体の減少率は約3%です。 
 これら植生の変化（流出モデルの改善）を基に流

出計算を実施しており、現在の事業の必要性と計画

の妥当性は確認済みです。 
パッシグ・マリキナ川の上流、中流、下流域に

ついては都市化の進捗に伴い全体としては樹木の

数は減少傾向にありますが、本事業においては、

助言4のとおり環境天然資源省からの伐採許可と
植樹指示に沿って植樹が行われます。 

環境配慮 

2 水生生物・絶滅危惧種を含めた生態系に係るモニタ

リングを行うよう実施機関に申し入れること。 

本事業に係る環境影響評価報告書によるとマリ

キナ川は生活排水等により既に汚染され、水生生物

の絶滅危惧種は確認されておりません。また、工事

中のシルトフェンス等の水質汚濁対策を通じて本

事業による水生生物への影響は限定的であると評

価されていますが、水生生物や絶滅危惧種を含めた

生態系に係るモニタリングを行うことを実施機関

と合意済みです。 
本事業による現状からの重大な悪化がないよう、

建設期間中と完工 3 か月後にモニタリングを行う
とともに、影響が特定された際には必要な対策をと

ることを合意しています。 

3 重要な生態系が存在しないとした判断根拠を環境

レビュー方針に追記すること。 

 下記の内容を追記いたしました。 
 
1) 保護区・生態系 
・本事業は、比国国内法上保護区と指定される植物
園や文化的建造物から 4km程度距離があり、本事
業の河川改修の工事や規模を踏まえると、国立公園
等の保護区への影響は想定されない。 
・本事業に係る補足版EISによると、2014年9月・
10月に現地踏査や文献により、IUCN（International 
Union for Conservation of Nature：国際自然保護連
合）レッドリスト、比国レッドリスト、CITES
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（Convention on International Trade in Endangered 
Species of Wild Fauna and Flora：ワシントン条約）
を参照し下記の通り絶滅危惧種や貴重種の存在は
指摘されている。 
‐陸生植物：現地踏査では、Adonidia merrillii (NT)、

Cytometra cf inaquifolia (VU)、Ficus ulmifolia 
(VU)、Pterocarpus indicus （VU）、Swietenia 
macrophylla （VU）、Vitex parviflora （VU）が確
認されている。事業対象地は都市化された地域で
あるため、ほとんどの樹木は住民が植えたものと
考えられ、伐採後の植樹が計画されている。 
‐陸生動物：文献ではメトロマニラはいくつかの絶
滅危惧種の生息地域となっているが、現地踏査で
は特に確認されていない。また、事業対象地域は
すでに都市化された地域であり、「重要な自然生
息地」とは想定されない。 
‐水生植物・動物：マリキナ川は生活排水等により
すでに汚染されており、植物や生物にとっても生
息環境は厳しい。また、IUCNや比国のレッドリ
スト、CITES に登録された水系の絶滅危惧種や
貴重種は確認されておらず、「重要な自然生息地」
の存在は想定されない。 
・以上により、本事業の工事による影響は一時的か

つ軽微であると想定される。 
 
なお、上述の助言2への対応結果のとおり、水生生
物や絶滅危惧種を含めた生態系に係るモニタリン

グが工事中及び工事完了後 3 か月後に実施される
予定です。 

4 本事業対象地から除去される植生の量とともに、対

応策として検討されている緑化の内容や方針を確

認すること。 

実施機関からの情報によると、本事業では

10,400m の護岸/堤防（工事用地幅 7m）を計画し
ており、伐採面積は72,800m2 と算定されます。実
施済みのフェーズ 3事業での伐採の平均密度 2.44 
本/100m2と同程度の密度で現在樹木があると想定
すると、伐採総数は、大小の樹木全体で1,776 本と
想定されます。 
詳細設計の段階でコンサルタントの支援のもと、

実施機関が比国法令に沿って伐採対象の樹木を特

定して環境天然資源省（Department of Environment 
and Natural Resources）より伐採許可と植樹の樹種
や場所等の指示を得た上で、フェーズ3事業と同様
に施工時に植樹を実施することを合意済みです。 

5 ラグナ湖周辺の低平地への埋め立てに関する EIA
を実施したうえで環境許認可が事業実施段階で取

得されることを確認すること。 

本事業の浚渫及び掘削土砂はラグナ湖周辺の低

平地の民有地の埋立・盛り土として利用される予定

です。詳細設計時に埋立・盛り土用地を確定の上、

事業実施段階で EIA の実施と環境許認可の取得を
行うことを合意しています。 

社会配慮 

6 工事に伴う河岸の公園への影響の期間と区域を最

小限にするように実施機関に申し入れること。 
河岸の公園がある区間には新たな堤防は建設し

ない計画ですが、護岸工事の際の施工ヤードの設置

や川幅の拡幅による公園面積の減少といった影響
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が考えられます。この影響が最小限となるよう、工

事区間・期間について詳細設計時に住民説明会を開

催し、そこで出た意見を反映の上、施工計画を確認

することを審査にて合意しています。 

7 堤の敷設によってもたらされるボートの利用を含

めたこれまでの日常的な川の利用への影響に対す

る緩和策として考えられている階段の設置等の施

設の数や位置の適切性を実施段階で確認するこ

と。 

 審査時点で本事業区間でのボート利用は確認さ

れませんでしたが、完工後にボート利用等の川のア

クセスができるような階段設置等の配慮を反映し

た設計・施工を行うことを確認済みです。また、マ

リキナ堰もボートが通行可能なように考慮の上、設

計されます。 

8 浚渫土の処分地及び非正規住民の移転地について

は、世界銀行OP 4.12 に定義される非自発的な用
地取得は行わないことを確認すること。 

浚渫土の処分地とカインタ・タイタイの移転先地

については、非自発的な用地取得はせず、民間の土

地所有者より市場価格に基づく売買にて取得する

ことをと合意しています。 
ケソン市の移転先地については、国家住宅庁

（National Housing Authority。以下、「NHA」とい
う。）が選定したケソン市外となる予定です。NHA
が別事業のために建設したものの、空きのある家屋

を活用するため、新たな用地取得は発生しません。 

9 住民移転に関する先行事例から提起されている勧

告が本事業に関連した移転計画に生かされるよう

になっているか確認すること。 

パッシグ市が独自に実施した住民移転の事例で

は、移転先でのコミュニティのオーナーシップの維

持や非正規住民の要望に基づく社会インフラ（医療

施設、教育施設、小売施設等）への交通手段提供が

なされ、こうした対策が推奨されています。比国法

では移転住民の基本的なニーズに対応する為、こう

した施設への交通手段の提供が規定されており、本

事業においても法律に沿って対応されることを実

施機関と合意しています。 
また、これまでに実施された住民協議では、住民

が利用しやすいよう、移転先地の中層住宅内に小売

店を入れてほしい旨の要望が示されており、詳細設

計にて、こうした要望がRAPに反映されることを
確認しております。さらに、助言 11の通り、現在
のコミュニティやオーナーシップが維持されるよ

う移転地が割り当てられる予定です。 

10 カインタ地区の住民移転に関して適切な移転候補

地が選ばれ、契約が適切に結ばれることを確認す

ること。

カインタ地区の移転候補地については、必要な規

模の土地すべてが確保されているものではありま

せんが、カインタ地区の公有地を活用する等して、

カインタ地区の行政の支援を受けつつ実施機関の

責任の下でカインタ地区内に必要な土地が確保さ

れるよう審査にて合意しており、候補地の選定と土

地所有者との交渉を行っているところです。また、

もしカインタ地区内で土地が不足する場合や住民

の要望を踏まえてより広い土地が必要となった場

合には、およそ6キロ程度離れたタイタイ地区には
土地に余裕があるため、これらをカインタ非正規住

民の移転先地に充てることは可能であると確認し

ています。 
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今後、実施機関と地方自治体が最終的に移転先地

を確定しますが、公権力による用地の取得ではな

く、土地所有者より市場価格に基づき購入・契約す

ることを合意しています。 

11 カインタ地区の住民移転に関して、次の点を確認

すること。 
・各 Lot に対する被影響世帯の割り当て方法 
・ライフライン、衛生・医療施設、教育施設、小

売、交通手段等の利用可能性 
なお、被影響世帯の割り当てについては、可能な

限り現在のコミュニティが維持される形になるよ

う配慮されるか確認すること。

被影響世帯の住居については、可能な限り現在の

コミュニティネットワークやつながりが維持され

るよう割り当てられることを審査にて実施機関と

合意しています。 
ライフラインや衛生施設については実施機関に

よる移転地開発工事で整備されます。住民協議時に

は移転家屋の１階に小売施設を入れる要望が示さ

れており、この要望をふまえつつ家屋建設がされる

予定です。また、医療施設、教育施設は In-City（町
内）の移転であるため既存の施設が利用できると想

定されますが、交通手段等の利用可能性とあわせこ

れらの社会インフラの整備を住民協議によって聞

き取りを行い、RAP に反映することを実施機関と
合意しています。 

12 RAP によるとモニタリングの最終評価の時期が住
民移転開始から1 年足らずの2021 年12 月となっ
ているが、移転地での生活の定着に関して十分な

評価が困難と考えられるため、時期の適切性につ

いて確認すること。 

生計回復措置の完了から2年後まで、四半期に一
度RAPのモニタリングを行うことを実施機関と合
意しています。また、もし生計回復措置が十分でな

いと判断された場合には、JICA がその適切性を確
認するまでモニタリングの期間を延長することを

合意済みです。 

13 マンガハン放水路沿いの2 地区における住民移転
数が10,000 世帯以上と相当数に上るため、モニタ
リングのための人員配置や開始時期などとととも

に、移転後の生活が安定するまでの間モニタリン

グが継続されることを確認すること。 

用地取得・住民移転は、各市にLocal Inter-Agency 
Committeeが設置され、各市役所の職員が実際の手
続きを行うこととなっています。実施機関は各

Committeeの会合や運営にも関わり、各市の支援を
行うことで合意済みです。 
実施機関は、プロジェクトマネジメントユニット

に住民移転担当を配置します。また、環境社会配慮

のコンサルタント（日本人及び現地傭人）との支援

を受けて、詳細設計を含む実施期間中と完工後2年
後まで四半期に一度、用地取得や補償手続き、生計

回復支援のモニタリングが実施されるよう実施機

関と合意済みです。 

以 上
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ハノイ市環状3号線全体図

１．事業概要

2

【目的】

本事業はハノイ市環状3号線道路のマイジック交差点
からタンロン南までの区間に高速道路を整備すること等
により、ハノイ市において増加する交通需要への対応
及び渋滞解消を図り、もって同地域の経済発展に寄与
するもの。

【事業概要】

（1）土木工事

高速道路（全長約5.4km、うち高架橋約4.8km) の整備等

（2）コンサルティング・サービス（詳細設計・入札補助・
施工監理等）

【総事業費/概算協力額】

総事業費242.69億円
（うち円借款205.91億円）

【実施機関】

Project Management Unit Thang Long

本事業対象区間

終点：タンロン南
交差点

始点：マイジック交
差点

パッケージ2

パッケージ1

地図：【１】JICA調査団作成「ハノイ市エンサ下水処理場整備事業準備調査（PPPインフラ事業）最終報告書」より
【２】「ベトナムODAプロジェクトマップ」より
【３】「ODA見える化サイト（https://www.jica.go.jp/oda/project/VN13‐P2/index.html）」より

【１】

【２】

【３】



２．事業背景・経緯

2013年12月 L/A締結
2015年 6月 コンサルタント（DD/入札補助）契約
2016年10月 パッケージ1及びパッケージ2入札開始
2017年 7月 コンサルタント（施工監理）契約
2017年10月 パッケージ1及びパッケージ2契約締結
2018年 4月 パッケージ2着工
2018年 5月 パッケージ1着工
2020年 秋 完工予定
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３．環境社会配慮の概要
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（1）適用ガイドライン：

国際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010年4月公布）

（2）カテゴリ分類：A

（3）分類根拠：上記ガイドラインに掲げる道路セクターに該当するため。

（4）環境許認可：環境影響評価（EIA）報告書は

2013年4月にベトナム交通運輸省により承認済み。

（5）主な環境社会配慮の事項

環境：大気質、地下水質、騒音、振動

（事業事前評価表および審査時確認結果より）



４．環境モニタリング事項
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（事業事前評価表およびMDより）

環境モニタリング計画（建設段階）

項目 確認事項 頻度 測定箇所

大気 温度, 湿度, 風速, 風向, 気圧, TSP（ダ
スト）, PM10, NO2, SO2, CO 

6か月に一回
5か所騒音 dBA

振動 dB

地下水 DO（溶存酸素量）, pH, 濁度, TS（蒸発
残留物）, 大腸菌, 大腸菌群

2か所

項目 確認事項 頻度 測定箇所

大気 温度, 湿度, 風速, 風向, 気圧, TSP（ダ
スト）, PM10, NO2, SO2, CO 

6か月に一回 5か所
騒音 dBA

振動 dB

環境モニタリング計画（供用後2年間）

（審査時確認結果より）



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
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5. 観測地点

=①～⑤大気質、騒音、振動
=⑥,⑦地下水質

地図：JICA調査団作成「ハノイ市エンサ下水処理場整備事業準備調査（PPPインフラ事業）最終報告書」より



６．環境モニタリング結果概要（建設段階）
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項目 測定時期 確認事項 確認結果

大気 12, 1月 温度, 湿度, 風速, 風向, 気圧, 
TSP（ダスト）, PM10, NO2, SO2, 
CO 

場内外の散水等の対策を講じているが、ダストおよび
PM10、NO2の24時間平均値が基準値を超えている場
合あり。

騒音 12, 1月 dBA 低音型クレーン、サイレントパイラー使用といった対策
を講じているが、昼間および夜間の平均値が基準値を
超えている場合あり。

振動 12, 1月 ｄB 騒音同様の対策を講じているが、昼間および夜間の平
均値が基準値を超えている場合あり。

地下水 12, 1月 DO, pH, 濁度, TS, 大腸菌,大腸
菌群

杭打ち工の周りを高くする等の対策を講じているが、一
部着工前より上昇している場合あり。

周辺住民からの苦情および安全面での事故はなし



別添資料
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（1）大気質モニタリング結果（①～⑤）

（Report Environmental Monitoring Construction Phase December2018および公開モニタリングレポートより）

ダスト、PM10は基準値を超えている。
ダストは着工前から基準値を超えている。

内容 単位 基準値 測定時間（平均） 結果

温度 ℃ - 24時間 ①～③20.2 ④⑤19.5

湿度 ％ - 24時間 ①75.5 ②75.5 ③76.4 ④79.0 ⑤86.5

風速, m/s - 24時間 ①1.5 ②1.6 ③1.7 ④0.6 ⑤0.7

風向 - - 代表的なもの ①～③南東 ④北東 ⑤北東

気圧 hPa - 24時間 ①1,114 ②1,114 ③1,115 ④1,003 ⑤1,003

TSP（ダス
ト）

μｇ/m3 200 24時間 ①229.0 ②233.5 ③243.4 ④357.9 ⑤339.2

PM10 μｇ/m3 150 24時間 ①126.1 ②135.6 ③123.8 ④186.0 ⑤354.7

NO2 μｇ/m3 100 24時間 ①84.9 ②88.7 ③92.1 ④95.5 ⑤103.8

SO2 μｇ/m3 125 24時間 ①93.5 ②98.0 ③93.2 ④114.4 ⑤106.2

CO μｇ/m3 30,000 1時間 ①6,634 ②6,670 ③6,636 ④7,254 ⑤5,894 （最高値）

①～③2018年12月17日～18日測定
④⑤2019年1月18日～19日測定
（TSPは同年1月5日～6日、1月18日～19日、1月29日～30日の統合値）
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大気汚染対策の様子

場外散水 場内散水

（写真：実施機関より入手）
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（2）騒音モニタリング結果（①～⑤）

（Report Environmental Monitoring Construction Phase December2018および公開モニタリングレポートより）

工事前から基準値を超えていた状況が継続。

内容 単位 基準値 結果

騒音 dBA （6時-21時）70
（21時-6時）55

（6時-22時）①73.6 ②73.8 ③73.9 ④84.6 ⑤80.5
（22時-6時）①55.8 ②56.4 ③56.0 ④79.9 ⑤77.2

①～③2018年12月17日～18日測定
④⑤2019年1月18日～19日測定



12

騒音・振動対策の様子

鋼矢板打ち込み時サイレントパイラーを使用 国交省指定低騒音型クレーンを使用

（写真：実施機関より入手）
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（3）振動モニタリング結果（①～⑤）

（Report Environmental Monitoring Construction Phase September2018および公開モニタリングレポートより）

内容 単位 基準値 結果

振動 dB （6時-21時）70
（21時-6時）60

（6時-22時）①66.1 ②66.9 ③62.8 ④74.6 ⑤76.1
（22時-6時）①51.5 ②56.6 ③51.6 ④66.9 ⑤67.7

①～③2018年12月17日～19日測定
④⑤2019年1月18日～19日測定

観測地点④⑤は、工事前から基準値を超えていた状況が継続。

・ベトナム基準（QCVN 27:2010/BTNMT）では、建設時と生産・サービス活動時の基準値が存在。
・建設時の基準は「（6時-21時）75、（21時-6時）ベースライン」であるが、建設工事が本格化していないこともあり、
今回の報告では生産・サービス活動時の基準「（6時-21時）70、（21時-6時）60」と比較。
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（4）地下水モニタリング結果（⑥⑦）

（ Environmental Monitoring Report October2018 および公開モニタリングレポートより）

 基準値があるものは、すべて基準値を満たす
 対策は実施しているが、着工前から上昇している値もある

⑥2018年12月17日～18日測定
⑦2019年1月18日測定

内容 単位 基準値/着工前の値 結果

DO（溶存酸素） mg/l （着工前）⑥2.6 ⑦4.65 ⑥3.9 ⑦4.2

pH - （基準値）5.5-8.5 ⑥7.2 ⑦6.1

Turbidity（濁度） NTU （着工前）⑥1.0 ⑦0 ⑥0.93 ⑦2

TS（蒸発残留物） mg/l （着工前）⑥359 ⑦27 ⑥356.8 ⑦35

E.Coli（大腸菌） MPN/100ml （基準値）検知されない ⑥検知なし ⑦検知なし

Coliform（大腸菌群） MPN/100ml （基準値）3 ⑥＜1 ⑦0
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汚水対策の様子

フェンス沿いにせきを設けて汚水流出防止 集水桝を設置し汚水をタンク車で排出

（写真：実施機関より入手）

場所打ち杭掘削周囲のかさ上げ

流失流入防止鋼製枠の設置
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渋滞対策の様子

交通誘導員を配置し渋滞緩和 工事車両への交通誘導員配置

（写真：実施機関より入手）
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安全管理の様子

新規入場者への安全教育実施 工事用機械の点検実施

高所作業に対する作業員へのガイダンス 安全朝礼の実施

（写真：実施機関より入手）



Copyright 2019, 

チュニジア共和国

ラデス・コンバインド・サイクル
発電施設建設事業

中東・欧州部

中東第一課
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１．事業背景・経緯

・チュニジアでは、経済成長と人口増加に伴い、
電力需要が2016年までは年率7.1%、2017年か
ら2021年までは年率6.2%の割合で増加する見
込み（2014年借款供与時）。

・2016年のピーク時には需要が供給を上回ると
予測され、全国規模で大規模な停電が発生す
るリスクが非常に高いことから、電力供給対策
が喫緊の課題となっている。
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２. 事業の概要
【事業目的】：

本事業はチュニジア首都近郊のラデスに高効率ガス・コンバインド・サ
イクル発電施設を建設することにより、発電能力の強化及び電力の安
定的な供給を図り、もって同国の持続的な経済発展に寄与するもの。

【プロジェクトサイト】
ベン・アルース県 ラデス市

【借入人・事業実施機関】
チュニジア電力・ガス公社（STEG）

【事業概要】

コンバインド・サイクル発電所（500MW）及び関連設備の建設

【借款金額】
38,075百万円（2014年7月調印）

【事業進捗状況】
工事中



ラデス

チュニス
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現在稼働中の発電所（ラデスA/B）放水口

本事業建設予定地

取水口現在稼働中の発電所（IPP）

２．事業の概要（事業対象サイト）



３．事業サイトの現状
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４. 環境社会配慮にかかる情報
(1) 適用ガイドライン
「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010年4月公布）」

(2) カテゴリ分類：Ａ

(3) 分類根拠：
本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010年4月公
布）」に掲げる火力発電セクターに該当するため。

(4) 主な環境社会配慮の事項：
大気質、水質、騒音、生態系、廃棄物、社会環境等

(5) モニタリング結果の公開：
工事着工後のJICA公開について相手国政府等合意済



7

５. 建設段階モニタリング情報
(1) 環境モニタリング計画（工事段階）

項目 確認事項 頻度 測定箇所

大気質 散水頻度、トラックカバー利用 3ヶ月に一回 建設サイト

水質 水温、pH、SS、BOD、COD、脂肪族
炭化水素類

1ヶ月に一回 排水口

騒音 建設サイトの騒音レベル 3ヶ月に一回 建設サイト境界2ヶ所、
周辺住宅1ヶ所

生態系 渡り鳥数 1週間に一回 建設サイト1ヶ所

アマモ藻場被度 1年に一回 周辺海域5ヶ所

廃棄物 廃棄物の種類・量・廃棄方法 1年に一回 施工業者オフィス

社会環境 車両数 毎日 建設サイト入口

不服申立て・STEG回答の回数・内容 3ヶ月に一回 STEG

雇用前検査、定期医療検診数 3ヶ月に一回 関連機関

労働環境 事故記録 3ヶ月に一回 施工業者オフィス

交通事故 交通事故記録 3ヶ月に一回 施工業者オフィス

気候変動 車両検査数 3ヶ月に一回 施工業者オフィス
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５. 建設段階モニタリング情報
(2) 環境モニタリング結果（2018年10月‐12月、詳細別添資料参照）

項目 確認事項 確認結果

大気質 散水頻度、トラックカバー利用 問題無し

水質 水温、pH、SS、BOD、COD、脂肪族
炭化水素類

問題無し

騒音 建設サイトの騒音レベル 周辺住宅地点において基準値を若干超
過。

生態系 渡り鳥 問題無し

アマモ藻場 問題無し

廃棄物 廃棄物の種類・量・廃棄方法 問題無し

社会環境 車両数 問題無し

不服申立て・STEG回答の回数・内容 問題無し

雇用前検査、定期医療検診数 問題無し

労働環境 事故記録 問題無し

交通事故 交通事故記録 問題無し

気候変動 車両検査数 問題無し
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５. 供用段階モニタリング情報
(3) 環境モニタリング計画（供用段階）

項目 確認事項 頻度 測定箇所

大気質 CO、NOx、SOx 常時観測 煙突

水質 水温、pH、BOD5、COD、SS、脂肪族
炭化水素類、残留塩素、NO3-N、
NO2-N、NH3-N、PO4-P

3ヶ月に一回
（水温、pHは常
時観測）

排水口

水深、水温、塩分濃度、pH、BOD5、
COD、SS、脂肪族炭化水素類、
NO3-N、NO2-N、NH3-N、PO4-P

1年に一回 海水

騒音 建設サイトの騒音レベル 1年に一回 建設サイト境界2ヶ所、
周辺住宅1ヶ所

生態系 渡り鳥数 1週間に一回 建設サイト1ヶ所

アマモ藻場被度 1年に一回 周辺海域5ヶ所

廃棄物 廃棄物の種類・量・廃棄方法 1年に一回 発電所オフィス

社会環境 不服申立て・STEG回答の回数・内容 3ヶ月に一回 発電所オフィス

労働環境 事故記録 3ヶ月に一回 発電所オフィス

交通事故 交通事故記録 3ヶ月に一回 発電所オフィス

気候変動 CO2排出量 1年に一回 発電所オフィス



別添資料
（環境モニタリング結果（2018年10月～12月））
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測定結果（大気質・水質）
測定期間：2018年10月～12月

11（出典：環境モニタリング結果（2018年10月～12月） ）



測定結果（騒音）

12（出典：環境モニタリング結果（2018年10月～12月） ）



観測地点（生態系）

13

Station Lat Log

St1 36°47’58.00N’’ 10°16’49.50N’’

St3 36°47’37.50N’’ 10°17’20.20N’’

St5 36°48’02.00N’’ 10°17’33.60N’’

St6 36°47’46.20N’’ 10°17’41.00N’’

St7 36°47’25.80N’’ 10°17’29.42N’’

St12 36°47’28.60N’’ 10°17’48.10N’’

（出典：環境モニタリング結果（2018年10月～12月） ）



観測結果（生態系）

14（出典：環境モニタリング結果（2018年10月～12月） ）



測定結果（廃棄物）

15
（出典：環境モニタリング結果（2018年10月～12月） ）



測定結果（社会環境）

16
（出典：環境モニタリング結果（2018年10月～12月） ）



測定結果（労働環境・事故・気候変動）

17（出典：環境モニタリング結果（2018年10月～12月） ）
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